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各 位 
                                    平成 24 年 11 月２日 
 

会社名  三京化成株式会社 
                            代表者  代表取締役社長 小川和夫 
                                 （コード番号 8138） 
                            問合せ先 取締役管理部長 糸原博一     

（ＴＥＬ06－6262－2881）     

 
内部統制システム構築の基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 24 年 11 月２日開催の取締役会において、内部統制システムに関する基本方針の一部

改定を決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 なお、改定後の内容は下記のとおりです。 
 

記 
 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社役員は、当社グループの経営理念の遂行のために制定した「役員行動規範」に基づき行動

し、法令等の遵守及び企業の社会的責任を果たすものとする。 

（２）当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を毎月１回以上開催し、当社グループの重要な業

務執行の決定を行うとともに、取締役の業務執行を監督するものとする。 

（３）常勤監査役は、「監査役会規則」に基づき、取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の業務

執行を監督するものとする。 

（４）当社は、「情報開示規程」に基づき、情報取扱責任者を置いて、当社グループの会社情報の的確 

な管理・統制を図るとともに、開かれた企業グループとして、適正な情報を迅速かつ公正に開 

示するものとする。 

（５）当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な勢力及び団体からの要求には、全社 

をあげて迅速かつ組織的に対応するとともに、外部専門機関と連携を図り、断固排除する姿勢 

を堅持するものとする。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   当社は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書などの取締役の職務遂行に係る文

書、資料、情報については、「文書規程」等によって保存・管理を行うものとする。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、「リスク管理規程」に基づき、当社グループの組織横断的なリスク管理体制を強化し、 

リスク全般についてその未然防止や不測の事態への適切な対応を図るものとする。 

特に海外事業所・海外派遣者に対しては、「海外非常事態対策規程」「海外緊急事態対応マニュ

アル」「海外駐在員対策マニュアル」により、非常時にとるべき行動指針の周知を図るものとす

る。 
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（２）当社は、「情報管理規程｣に基づき、当社グループの情報資産の保護に努めるものとする。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当社は、取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、「経営会議規程」に基づき、

経営会議を毎月 1 回以上開催し、当社グループの業務執行に関する重要事項の審議を行うもの

とする。 

（２）当社は、「職務権限規程」「稟議規程」を制定し、当社グループの内部統制の妥当性確保、業務

執行手続の明確化、経営管理の効率向上に努めるものとする。 

（３）監査役は、取締役が善管注意義務に基づき行う、当社グループの内部統制システムの構築・運

用状況について監視・検証を行うものとする。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、当社グループ構成員のとるべき行動の基本につい

て周知を図るとともに、必要な教育・研修を実施するものとする。 

（２）当社は、当社グループに適用する規程・規約を社内イントラネットに掲載し、使用人がいつで

も縦覧できるようにするものとする。 

（３）当社は、「内部公益通報保護規程」を制定し、コンプライアンスに関する情報について、相談・

通報の窓口（監査室）を設け、使用人が直接通報できる体制を構築し、不祥事や事故の未然防

止に努めるものとする。また、通報内容を守秘するとともに、通報者が不利益を受けないよう

努めるものとする。 

（４）当社は、「内部者取引規制管理規程」に基づき、当社グループの役職員による内部者取引を規制

し未然防止を図るとともに、内部情報の管理に努めるものとする。 

６．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）当社は、当社グループ各社の経営について、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期報告と

重要案件についての事前協議等を通じて指導・助言を行い、業務の適正化を図るものとする。 

（２）監査室は、当社グループの業務全般に係る内部統制の有効性について監査し、企業集団として 

の業務の適正と効率性確保を図るものとする。 

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

   監査役は、監査業務を補助するため、必要に応じて管理部員を補助使用人に当てることができ 

   るものとする。 

８．前号（７）の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   監査役により監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に係る業務においては、取締 

役、監査室長等、上長の指揮命令を受けないものとする。 

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

（１）取締役は、会社の信用や業績に大きな悪影響を与えるなど、当社グループに著しい損害を及ぼ

すおそれのある事実を発見したときは、適切な措置を講ずるとともに、遅滞なくその事実を監

査役に報告するものとする。  

（２）取締役及び使用人は、監査役から監査において必要となる報告の要求があった場合には、遅滞 

なく監査役に報告するものとする。 

（３）監査室長は、監査室による監査指摘事項を遅滞なく監査役に報告するものとする。 
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１0．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

（１）監査役は、「監査役会規則」に基づき、監査方針の策定や業務分担等を行い、必要に応じて取締 

役、会計監査人及び監査室と意見交換、情報交換を行うものとする。 

（２）監査役のうち過半数は社外監査役とし、監査における透明性を確保するものとする。 

１1．財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、金融商品取引法に定める財務報告に係る当社グループの内部統制の有効性を的確に評 

価するため、「内部統制実施基準」に基づき、連結財務諸表を構成する当社及び連結子会社の内 

部統制を整備・運用・評価し、その結果を内部統制報告書として公表するものとする。 

また、その仕組みが適正に機能しない場合は、必要な是正を行うことにより金融商品取引法及 

びその他の関連法令などに対する適合性を確保するものとする。 

以上 


